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1.　設立の趣旨と活動内容 （深見嘉明）

スポーツデータエコシステム研究部会は，データ
ドリブンなイノベーションをスポーツならびにヘル
スケア領域において創出するための基盤となるエコ
システム形成をテーマとして 2024年に活動を開始
した．
近年トップアスリートやプロスポーツチームにお
いてセンシングデータを活用したパフォーマンス向
上の取り組みが急速に拡大するとともに，活用デー
タの種類や適用シーンが多様化している［1, 2］．
例えば，メジャーリーグ（MLB）でプレイする大
谷翔平選手は，マルチカメラとレーダーを組み合わ
せた最新の打撃・投球可視化システムを備える専用
スタジオを活用し，打球初速・打球角・回転数や投
球スピン，空力特性に関わる指標までを高頻度で計
測してフォーム最適化と負荷管理に役立てている．
こうした個別高度計測環境の普及は，「センサー導
入・データ活用」がトップアスリートの標準的な練
習環境となりつつあることを示している．
同時にウェアラブルデバイスの普及により，一般
生活者の間にも身体状況を測定したセンシングデー
タの利活用が広がっている．腕時計型デバイスに搭
載された運動量計や，脈拍や血中酸素濃度を測定す
るアプリケーションが普及したことにより，健康管
理の高度化や未病段階での介入が実現している．
とはいえトップアスリートと一般生活者，それぞ
れでフィジカルデータの収集と利活用が進んでいる
ものの，個別事例の高度化に比べて，横断的なエコ
システム形成は十分に進展していない．
トッププロが多数のエンジニアとトレーナーに
よって設計・管理されるトレーニングを高度に設計

された施設において多数の高額な機器を用いて実施
するのに対し，多くの一般アスリートは所有するデ
バイスにインストール可能な限定されたサービスし
か利用できない．トップアスリートは充実した設備
と多数のコーチングスタッフ，メディカルスタッフ
に支えられて日々トレーニングをしているが，セン
シングデータの利活用は，そのような資源にアクセ
スするのが難しい一般生活者～中級アスリートにこ
そ活用されるべきであろう．そのような環境が整備
されることにより，一般生活者の健康寿命延伸を実
現でき，さまざまな競技におけるアスリートのレベ
ル向上につながると考える．
個人の運動記録は高いプライバシー性を有し，安
全なポータビリティと，ベンダーロックインのリ
スクを防ぐ相互可用性を担保したデータプラット
フォーム設計は道半ばである．医療を含む高度か
つ多様なサービスで利用可能となるデータプラッ
トフォームの設計，つまり Personal Health Record 
（PHR）連携の前提となるデータモデルの明確化や
運用ガバナンスの整備が喫緊の課題となっている．
またトップアスリートによるデータ利活用におい
ても課題は多い．多くのトップアスリートは世界中
で競技会や試合に参加し，多様な場所でトレーニン
グを行っている．しかしフィジカルデータを，国境
を超えて取り扱う，つまりパーソナルな越境データ
の取扱いに関するルール整備に関する議論は途上段
階にある．
学術研究でも，スポーツセンシングデータの利活
用技術に関する論文は多数発表されている．例えば
ポジショナルデータのケーススタディや，電子ト
ラッキングシステム（EPTS）の妥当性検証が蓄積
しつつあり［3］，サッカーに特化したデータ駆動の
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パフォーマンス評価・ランキング手法（PlayeRank）
のように，ロール考慮の多次元評価フレームワーク
を提示する研究が現れている［4］．さらに，チー
ムスポーツ横断でのトラッキングシステム適用と種
目特性に即した指標設計を総括するナラティブレ
ビューも示され，実装・指標選定・文脈適合性の要
件が整理されている［5］．しかし，そのような技
術の普及についての検討は一般生活者のみならず，
トップアスリートやプロリーグを対象としたものも
ほとんどない．
本研究部会では，一般生活者からトップアスリー
トまでを対象としたスポーツやトレーニングにおけ
るセンサーデータ利活用基盤の普及，高度化を目的
とし，データエコシステムの構築と普及に関する
研究を展開している．具体的には，スポーツ科学・
情報学・標準化・ガバナンス研究の知見を統合し，
①測定・分析の理論と方法論，②運用・ガバナンス
の実装，③社会実装と価値創出（ビジネスモデル・
制度設計）を一体でデザインすることを目的として
いる．
次章からは研究部会メンバーが展開している一部
のプロジェクトを紹介する．
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2.　 スポーツチームにおける傷害予防技術の導
入意思決定プロセスモデルの構築（米山徹
朋・鳥谷真佐子）

プロスポーツ組織の持続可能な経営にとって，選
手の傷害は，競技力低下を通じた数百万ユーロ規模
の収益損失（間接コスト）に直結する重大な戦略的
リスクである．ドイツのブンデスリーガを対象とし
たDallmeyerらの分析［1］は，傷害発生率がチー
ム成績と有意な負の関係にあることを示している．
特に第 1部リーグでは，試合日あたり追加で 1.62
人の欠場選手が 1ランクの順位低下と関連し，その
結果として推定で 560万ユーロもの収益が失われ
る可能性が明らかになった．このため，傷害予防へ
の投資は，厳格な経済合理性に基づいて評価される
べき戦略的リスクマネジメントの課題として，その
重要性を増している．本研究は，チームの傷害予防
技術導入決定に影響を与える個人で構成される意思
決定ユニット（DMU: Decision Making Unit／ BC: 
Buying Center）［2］の影響力構造と技術の科学的妥
当性との相互作用を可視化し，実効性のある導入戦
略の策定に貢献することを目指す．
スポーツテクノロジー導入（Adoption）の主要な
障壁としてQiらは，専門家へのインタビューを通
じて，技術的なスキル，コスト，変化への対応，投
資収益率（ROI），セキュリティと倫理であること
を明らかにした［3］．しかしながら，ステークホル
ダー（選手，メディカル，コーチ，経営層など）が
これらの障壁をどの程度懸念し，どのように相互に
影響を与え合うかというダイナミクスを考慮した研
究は不足している．従来の個人レベルの技術受容モ
デルである TAM（Technology Acceptance Model） 
［4］などでは，多様な専門職種が関与する組織内
における権力構造や交渉プロセスを十分に説明する
ことが難しい．このような技術導入における組織内
外のステークホルダーの相互影響については，他業
界でも同様に重要視されている．Ohashiらは家族
経営の畜産生産者によるスマート畜産技術導入プロ
セスをモデル化し，技術導入の意思決定がTAMな
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どでは捉えられない組織内の価値観の衝突やイン
フォーマルな影響力構造といった複雑なダイナミク
スによって強く左右されることを示唆した［5］．こ
れらの知見は，技術導入を単なる合理的判断ではな
く，組織文化や人間関係．信頼ネットワークを含む
社会的プロセスとして捉える必要性を示している．
本研究では先行研究が示す視点をスポーツチーム
という多職種協働組織に拡張し，スポーツチーム
の技術導入を組織購買行動（OBB: Organizational 
Buying Behavior）の一部と捉え，企業の購買行動
がDMUによる意思決定や，購買状況（Buy Class）
の類型によるプロセス変化［6］として分析されて
きた既存のOBB理論に着目し技術導入プロセスモ
デルの構築を試みる．具体的にはDMU内のステー
クホルダーごとの異なる価値観の衝突と影響力構造
を特定し，導入プロセスにおける影響力の相互作用
とその推移を捉える組織的意思決定プロセスモデル
の構築に取り組む．これによりOBB理論をスポー
ツ経営学に適用・発展させたいと考えている．今
後は，国内プロスポーツチームを対象としてDMU
実態に関するアンケート調査と主要メンバーへの
半構造化インタビュー調査を実施し，DMU内での
価値観の衝突や影響力構造を解明する．それによ
り，DMU分析を通じたOBB理論のスポーツ経営
学への適用・発展という学術的貢献を図る．また，
DMU内の価値観の対立解消と意思決定を最適化
するためのDMU意思決定プロセスモデルの構築，
DMUガバナンスモデルの提案，および技術ベン
ダー向けのターゲットコミュニケーション戦略策定
の知見を提供することで，傷害リスク回避という経
営課題の解決に資する実務的貢献を目指す．
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3.　 スノースポーツセンシングエコシステム構
築に関する研究プロジェクト （深見嘉明）

一般生活者において最も広範に活用されているヘ
ルスケアデータの 1つが運動量であろう．多くのス
マートウォッチには，運動量測定アプリがプリイン
ストールされている．
生活習慣病予防や高齢者のフレイル予防には継続
的な運動が効果的であり，運動習慣を定着させるた
めの試みも自治体や健康経営を採用する企業などで
多く実施されている．
最も手軽な運動手段として，ウォーキングを促進
する施策が各所で展開されている．しかし，年間を
通じてウォーキングをすることすら難しい地域があ
る．それが北海道や東北，北陸地方を中心とした中
山間地域である．これらの地域は豪雪地帯でもあ
り，冬季になると積雪によって徒歩による外出が困
難になる．そのため移動は自家用車を用いて行われ
ることが多く，慢性的な運動不足の状態となる住民
が多い．
このような地域において冬季に実施可能なのが雪
上スポーツである．雪上スポーツは歳を重ねても楽
しむことのできるスポーツであり，習慣化させるこ
とにより健康寿命延伸に効果があると考えられる．
このプロジェクトでは，継続的に雪上スポーツに取
り組む人口を増加させるため，トレーニング効果を
可視化するセンシング技術の導入と，取得データを
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活用した動機づけの仕組みを構築することを目指し
ている［1］．
雪上スポーツは専用の施設において実施されるこ
とがほとんどである．プロジェクトではまず，雪上
におけるデータ利活用の現状を把握すべく，ノル
ディックスキージャンプの競技場と，スノーボード
トレーニング施設を調査した．
ノルディックスキージャンプを対象とした調査を
実施したのは長野県白馬市の白馬ジャンプ競技場で
ある．白馬はスキージャンプのナショナルトレーニ
ングセンターに指定されている日本有数の施設であ
る．
同競技場にはジャンプする瞬間を撮影する定点カ
メラと，踏切地点に埋め込む形でフォースプレー
トが設置されている（図 1）．定点カメラの動画と
フォースプレートの記録データはクラウドに保存さ
れ，ジャンプ後に台の下に設置されたパソコンに表
示される（図 2）．試技後，選手はパソコンの場所
に移動し，データを確認する．一方コーチは踏切地
点のすぐ横に設置されたコーチングボックス（図 1）
にいるため，このデータをその場で確認することは
できない．そのためコーチはタブレットで試技を撮

影し，その動画を確認しながらジャンプ台の下でパ
ソコンに表示されたデータを閲覧している選手にト
ランシーバーでアドバイスを伝えるという手法を
とっている．施設に設置された機器とタブレットや
トランシーバーなどを組み合わせて情報を取得，処
理しながらトレーニングが実施されている．
白馬を含む多くのジャンプ競技場は積雪がない状
態でも試技を行うことが可能な設計となっている
が，スノーボードにおいても積雪がない時期にト
レーニングを実施できる施設が存在する．
小布施QUESTは，スノーボードのトップライ
ダーを輩出する国際スノーボード&スケートボー
ド専門学校（JWSC）が利用する非積雪時期用のト
レーニング施設である．巨大なエアマットが設置さ
れ，そのマットに向かってジャンプの試技を行うこ
とができる．
調査では JSWCがモーショングラビティーと呼

ばれるスノーボード用足裏センシングデバイスの試
行を実施する場面を取材した．このデバイスは足裏
に装着して圧力を測定するものであり，専用アプリ
をスマートフォンにインストールして試技を動画撮
影すると，試技の動画と足裏への加重状況を同一画
面内で確認することができる（図 3）．
スノーボードは，さまざまなスキー場でトレーニ
ングや競技会が実施されるのみならず，同一スキー
場内でもあちこちで試技が行われる．そのため，固
定された場所にセンサーやカメラを設置すること
は，技術的にもコスト的にも難しい．姿勢計測は近
年AI （Arti�cial Intelligence）による画像処理技術を

図 1　 白馬ジャンプ競技場ノーマルヒル．□
で囲まれた場所が踏切地点であり，
フォースプレートが埋め込まれてい
る．◯で囲まれた場所がコーチング
ボックスである

図 2　 競技者が飛型とフォースプレートの測
定数値グラフを見ながらコーチからア
ドバイスを受けるブース
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活用することで，比較的手軽に実施することもでき
るようになってきたが，ゲレンデ等にフォースプ
レートを設置することは難しいであろう．そのため
センシングデバイスはアスリートが装着するウェア
ラブルデバイスの形態を取らざるを得ない．装着す
る形態の圧力センサーは有力なデータ取得形態なの
である．
モーショングラビティーをはじめ，多くのス
キー・スノーボード用センシングデバイスは，ス
マートフォンアプリと連携して動作する．アスリー
トとコーチがデータを共有して効率的なトレーニン
グを行うためには取得したデータがコーチのデバイ

スとも共有されることが望ましいが，多くのスキー
場は広大かつ光ファイバー網が近隣まで届いていな
い場合もあり，携帯通信網やWi-Fiの整備も難しい
状況である．リアルタイムでデータを取得，処理，
共有するという環境整備は難しく，こういった点も
普及の阻害要因になっている．

2つの競技におけるフィールドワークを通じ，セ
ンシングデータ利活用の推進には，競技ごとの特
徴，特にトレーニングや競技会を実施する場所の制
約が大きく影響することがわかった．と同時にアス
リートとコーチが工夫してスマートフォンやタブ
レット等のデバイスを活用しながらトレーニングの
効率化を進めている実態も明らかになった．
インフラ面での制約を克服し，使い勝手のよいデ
バイスやアプリが供給されるには，市場規模の拡大
も求められる．一般生活者におけるスポーツセンシ
ングデータ利活用の拡大は，スケーラビリティによ
るコスト低減につながり，アスリートにとっても有
益であろうと思われる．
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図 3　 小布施QUESTにて，コーチによる
モーショングラビティーを装着しての
試技と撮影動画・データ閲覧の光景


